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人材と財政の制約に直面する英国のバーナム次期政権
―　若年層の就業促進がカギも、時間を要する公算　―
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（１）英国では、７月20日にバーナム新政権が発足する見通し。同氏は、防衛・鉄鋼といった製造業に
対する支援を拡充（再工業化）するほか、公営住宅の建設や水道・エネルギー関連の公共サービ
スの公的管理を強化することで、家賃や水道光熱費などの家計負担を和らげる方針（図表１）。

（２）もっとも、次の２点がバーナム政権の政策推進を制約する公算。第１に、熟練労働者の不足。製
造業や建設業では、労働者のスキル不足が足元の生産活動を抑制する一因に。さらに、これらの
業種では、就業者の高齢化が進行（図表２）。今後、熟練労働者の引退が進むことで、人材不足
が一段と深刻化し、製造業の生産回復や建設業の住宅建設の足かせとなる可能性。

（３）第２に、財政上の制約。英国の政府債務残高はＧＤＰ比102.3％（2025年）と高水準にあり、債務
比率の（安定的な）低下に向けて、基礎的財政収支の改善が課題になっている状況。バーナム氏
は財政規律に配慮する方針を示しているものの、仮に、財源を確保せずに水道やエネルギー事業
の公営化を行う場合、基礎的財政収支の対ＧＤＰ比が年平均で１％ポイント悪化し、政府債務残
高が拡大する可能性（図表３）。

（４）バーナム氏は、これら２つの制約への対応策として、職業教育の強化による若年層の就業促進や
スキル向上を重視。これにより、再工業化や住宅建設に必要な人材を確保するほか、中長期的に
は、税収増や現在働いていない若年層（いわゆる「ニート」）への福祉支出の抑制を通じて、財
政負担を軽減させる構え。もっとも、ニートの６割は、精神的な病気などを理由に労働市場を退
出しており、職業教育の強化だけで労働供給をすぐに押し上げるのは困難（図表４）。そのため、
若年層の就業促進による財政改善効果の発現には時間を要する見込み。十分な財源のないままに
財政拡大を優先させれば、金利上昇や通貨安を通じて、結果的に企業・家計負担が増える恐れ。
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（図表１）バーナム氏が掲げる主な政策
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（図表２）英国の就業者に占める高齢者の割合
（%）

（年）（資料）ONSを基に日本総研作成

9.5

10.0

10.5

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0

13.5

14.0

0

20

40

60

80

100

120

2019 20 21 22 23 24 25 26

万

ニートのうち、失業している者（左目盛）
ニートのうち、労働市場に参加していない者（左目盛）
16～24歳人口に占めるニートの割合（右目盛）

(万人)

（資料）ONSを基に日本総研作成

（注）ONSは、「ニート」を就業・教育・職業訓練のいずれも行っていない16

～24歳の若者と定義。
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（図表４）英国のニートの人数
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（図表３）英国政府の基礎的財政収支の見通し
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（注）水道・エネルギー事業を10年かけて公営化する際の財政影響。公営

化費用は、水道規制当局Ofwatが公表する事業価値、英労働組合

Uniteによる、エネルギー事業の市場価値の試算を使用。「エネルギー

（その他）」は、小売や発電、北海油田資産を含む。
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